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ご意見、ご要望を
お寄せください。

〒131-0044 東京都墨田区文花2-16-10 TEL.03-5247-1833 FAX.03-5247-1833

東京都議会議員 加藤まさゆき都議会公明党

夏季号

　新銀行東京は、貸し渋りに苦しむ
中小企業を支援するために、平成16
年に都が1000億円を出資して設立し
た銀行です。
　平成20年4月、1000億円を越える
累積赤字による経営悪化を立て直す
ため、東京都より400億円の追加出
資を受けました。

　追加出資について都
議会公明党は、かねてか
ら新銀行東京の経営状
況の推移や将来的な経
済状況を見据えた上で、
他銀行との提携や事業譲
渡等によって400億円を
保全・回収すべきである
と主張してきました。

　また当時、新銀行東京が5,600社
を越える赤字や債務超過の中小企業
に融資をしていた状況を踏まえ、新銀
行東京を破綻させると、その中小企業
の従業員や家族を路頭に迷わすこと
になるため、都議会公明党は苦渋の
決断をしました。

都議会公明党の質問で400億追加出資の
実効性を確認！
約8割の企業が完済または事業継続

都議会公明党は前定例会に引き続き、女性の活躍推進や福祉のまちづくりなど、オリンピック・
パラリンピックの開催都市にふさわしい各種施策を展開するよう論戦を展開しました。

3.追加出資400億円の保全、回収に全力！
　この400億円の追加出資によってそ
の後新銀行東京は、6期連続の黒字計
上や平成2 7年3月期の純資産額も
550億円になり、今般、TYフィナンシャ
ルグループ※との経営統合が発表され
ました。
　都議会公明党が代表質問で、追加
出資した400億円をあらためて毀損し
ないよう求めたことに対し、都は「400
億円の確保は前提」と答弁しました。

　また、加藤都議は、経済・港湾委員
会でこの5,600社に上る中小企業の事
業状況などを都に求めたところ、昨年
度末で約8割の企業が融資の完済や
事業継続に至っているとの回答が都
からありました。
　さらに、加藤都議は、経営統合の基
本方針では、中小企業向け融資制度、
創業支援、事業再生支援などが挙げ
られているものの、最終合意の段階で

協定などを締結しておかなければ実
効性が担保されないのではないかと
して、都側の見解を求めました。これ
に対し都は「協定締結の可能性を検
討する」と答えました。
　今後も都議会公明党は、追加出資
の400億円の保全、回収に向け全力で
取り組んでいきます。

※東京都民銀行と八千代銀行を傘下にした地方銀行
　グループ

委員会で質問に立つ加藤雅之都議（6月19日）
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平成27年東京都議会第2回定例会（6/9～6/24）トピックス

1.これまでの経緯

2.中小企業を守るための400億円の追加出資

新銀行東京の経営統合について質疑

　本所警察署の両国交番開所式が
墨田区の両国で開かれ、加藤都議が
出席しあいさつしました。
　本所警察署は庁舎の老朽化などに
伴い、2013年3月に同区横川に移
転。跡地には墨田都税事務所の庁舎
改築に伴い、仮庁舎が入ることが決
まっていましたが、地域の安全・安心
の観点から、本所署移転後の跡地内
に交番設置などを求める声が上がっ
ていました。
　両国連合まちづくり推進協議会（市
川博保会長）から要望を受けた加藤
都議は早速、都主税局や警視庁など
に対し、都税事務所の仮庁舎脇に両
国交番の設置など、警察施設の併設
を働きかけ、仮設の交番として実現す

るに至りました。
　開所式で加藤都議は、日本が世界
に誇る交番制度について言及。「『交
番』という地域の治安を守る“灯台”と
もいうべき機能が誕生した意義は大
きい」と述べ、新両国交番の誕生を祝
しました。

　都税事務所の移転後は、本格的な
大型交番の設置が予定されていると
ともに、残地活用の課題もあることな
どから加藤都議は「今後も地域住民の
要望を踏まえ、安全・安心の拠点づく
り、地域振興のまちづくりに力を注い
でまいります」と語りました。

　加藤都議は、墨田区内にある重症
心身障がい児施設を訪問し、人工呼
吸器や胃ろうなど在宅の医療ケアが
必要な子どもたちを預かる事業所を
視察しました。
　この施設では、1日最大8人を受け
入れ、看護師、介護士など医療や福祉
の資格を持ったスタッフが連携して平
日10時半から15時半の間で子どもを
ケアしています。
　意見交換の中で同施設を運営する
理事長は、医療の進歩で救える命が

増えた一方で、高齢出産等の理由で
医療ケアが必要な子どもの数も急増
している状況を指摘。医療ケアのない
一般の保育所では受け入れできず、自

宅で孤立し不安を抱える重症心身障
がい児の家族が多く困っており、地域
で支える体制づくりを急ぐよう訴えら
れました。また、医療ケアの必要度に
応じた診療・介護報酬体系の整備や、
地域包括ケアシステムに障がい者も
組入れる制度づくりなども要望されま
した。
　都としても実態を把握するなど国や
区市町村とも連携して重症心身障が
い児や家族をサポートできるよう取り
組みを行ってまいります。

本所警察署跡地に新両国交番が誕生！
“安全・安心の拠点作りに奔走”

KATOKATOKATO
REPORTREPORTREPORT

加藤リポート 加藤リポートでは、議会での
提案に繋げるための調査・
視察など最新情報をご紹介
いたします。
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医療と福祉が連携した都内初の
重症心身障がい児デイケア施設を視察

7/6

真新しい新両国交番の外観テープカット
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　パラリンピックでは、多くの特別支援学校の生徒や卒業生
が活躍しています。2020年大会に向け都教育委員会は今年
度から、部活動が盛んで競技能力の高い生徒が在籍する特
別支援学校を4校指定し、現役のパラリンピアン等のトップ

アスリートを派遣し、生
徒が専門的な技術や練
習方法、実戦で生かせる
知識などを直接学ぶな
ど、障がい者スポーツの
振興を図っていきます。

　チャレンジスクールでは、小中学校で不登校を経験した生
徒や、高校を長期欠席などで中途退学した生徒などを主に
受け入れ、学校生活を継続するためのきめ細やかな対応を
行ってきました。
　都教育委員会は、
入学者選抜の応募倍
率が高い状況が続く
ことを受け、募集人
数の拡大を検討して
いきます。

　昨年7月に開設した「妊娠相談ホットライン」は、妊娠や
出産に関する悩みを抱える女性からの相談に対し、看護
師等の専門職が、電話やメールで対応し、助言を行うシス
テムです。
　相談件数に増加に
伴い、今後都は、相談
時間の拡充や、ホッ
トラインの周知など、
利用しやすい環境を
整備していきます。

　伴侶動物と生活する人が増えるなか、動物の致死処分ゼ
ロを目指す取り組みのほか、大人も子どもも動物とのふれ
あいにより、命の大切さを学べる機会の拡大も重要です。
　都は、小学校での動
物教室の開催、動物愛
護センターで動物と触
れ合い、接し方を学ぶ
サマースクールの実施
など、動物愛護の取り
組みを積極的に進め
ていきます。

現在の新国立競技場建設現場

　女性の活躍推進のためには、企業、
団体、行政における意思決定ポストに
女性の参画を拡大していくことが重要
です。
　都は、平成28年度末までに、都の審
議会等の女性任用率を35％に引き上
げる目標達成に向け、本年4月時点で
新たに90名を超える女性委員を任用
し、任用率も約27％となりました。
　あわせて年内策定予定の「東京都女

性活躍推進白書」でも、都の政策形成
過程での女性参画推進について取り
組み方針を示していきます。

女性の活躍
推進

都審議会等の女性任用率35％
　目標を達成すべし

　外国人在住者が増加し、日常にお
けるコミュニケーションが大切と
なっています。
　都は、専門家による検討会を7月
に立ち上げ、区市町村やNPOなどが
行っている支援活動などを把握して
基本指針に反映させるため、幅広い
視点から検討を行います。

　多文化共生推進指針（仮称）を策
定するための検討会を7月9日に開催
しました。
　メンバーには学識経験者だけでな
く、留学生や在住外国人、外国人支
援団体なども参加して検討します。

指針策定のため検討会を設置。
NPOなどからヒアリング！
指針策定のため検討会を設置。
NPOなどからヒアリング！

トップアスリート育成のために
現役パラリンピアンが直接指導
トップアスリート育成のために
現役パラリンピアンが直接指導

障がい者スポーツ

応募倍率に応じた
受け入れ規模の拡大を検討！
応募倍率に応じた
受け入れ規模の拡大を検討！

チャレンジスクール

電話やメールにも対応する
利用しやすい環境を整備
電話やメールにも対応する
利用しやすい環境を整備

妊娠相談のホットライン

動物を通じて命の大切さを学ぶ動物を通じて命の大切さを学ぶ
動物との共生

多文化共生社会
の推進

　先般、文部科学大臣から舛添知事
に対し、新国立競技場の整備費用に
ついて、500億円の負担要請がありま
した。その際、舛添知事は工期や総工
事費、都民が納得する都負担の根拠な
ど、全体像を明らかにするよう求めま
した。これは都に負担を求める以上、
国は説明責任を果たし、その前提とな
る情報を提供することは当然の責務
だからです。

　今後都は、予定の期限までに新国立
競技場を完成させ、2020年大会を成
功に導くため、国からの情報提供を踏
まえ、迅速な検討を行い、開催都市と
しての責任を果たしていきます。

新国立競技場
の整備

第1回多文化共生推進検討会を7月9日に開催！

防災ブックを各家庭に配布
　集中豪雨等による洪水対策として都
は、浸水被害のあった神田川など5流域
を優先整備し、（仮称）環七地下広域調
節池など5施設について早期の工事着
手を目指します。
　今後10年で調節池など13施設を完成
させ、都内貯留量を約1.7倍に拡大する
など、東京を災害に負けない都市とする
ため、全力で取り組んでいきます。

　都は各家庭での防災に対する理解
を深め、災害への備えを万全にするた
め、防災ブックを作成し、各家庭に配布
する予定です。
　視覚障がい者や外国人など誰もが
防災ブックを活用できるよう、音声で
内容を確認できる音声コードの添付
や、英語版防災ブックの作成など、対
応策を検討していきます。

神田川整備など中小河川の
洪水対策を強化
神田川整備など中小河川の
洪水対策を強化

防災・洪水
対策

新国立競技場整備の早期
課題解決のため、迅速に検討
新国立競技場整備の早期
課題解決のため、迅速に検討


